２００６年４月２７日
伊藤・稲井田・池浦
中島ゼミ発表レジュメ　「生活保護の現在と未来」
第１部　生活保護制度の現在
1． 生活保護は何故必要か？
　→資本主義経済下では必要不可欠な制度とされる。
　→厚生労働省による意識調査では、あまり重視されていないことが分かる。

　→統計から見る生活保護の現状。
→国家財政の中の生活保護。

→経済学的な観点からは必要と言えるか？
2． 生活保護の根拠・目的
　→直接的な根拠は生活保護法。

　

第１条 　この法律は、日本国憲法第２５条に規定する理念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。
→従って、生活保護法の根拠は憲法２５条。

→目的は「最低生活の保障」と「自立の助長」。

　

「最低生活の保障と共に、自立の助長ということを目的の中に含めたのは、『人をして人たるに値する存在』たらしめるには単に最低生活を維持させるというだけでは十分でない。およそ人はすべてその中に何等かの自主独立の意味において可能性を包蔵している。この内容的可能性を発見し、これを助長育成し、而して、その人をしてその能力に相応しい状態において社会生活に適応させることこそ、真実の意味において生存権を保障する所以である。社会保障の制度であると共に、社会福祉の制度である生活保護制度としては、当然此処までを目的とすべきであるとする考えに出るものである。従って、兎角誤解され易いように惰民防止ということは、この制度がその目的に従って最も効果的に運用された結果として起こることではあろうが、少なくとも『自立の助長』という表現で第一義的に意図されている所ではない。自立の助長を目的に謳った趣旨は、そのような調子の低いものではないのである」

３．生活保護法の性格

（１）国家責任の原理

　「国が生活に困窮するすべての国民に対し…」

　→生活困窮は個人の責任とはせず、社会的責任を明確化。

　→国家責任を民間団体に転嫁したり、民間に財政的支援を求めたりしない。

　→生活保護の実施体制を国家責任において確立する。
　……実際には、「地方分権一括法」により、知事・市長および社会福祉事務所を設置する町村長に業務を委任。それらが国の機関としての立場で行う「法的受託事務」の方式で運営。費用については、国が７５％、地方自治体が２５％を負担している。地方自治体の２５％については、市および特別区は独自に、福祉事務所のない町村は都道府県が負担している。現在では市および特別区の負担が都道府県に比べてかなり大きくなっており、問題視されている。生活の困窮は、地方自治体にも責任がある程度は認められると考えられている。
地方自治法　地方公共団体の役割と制度策定等の原則　第１条の２　第１号

法律又はこれに基づく政令により都道府県、市町村または特別区が処理することとされる事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るものであって、国においてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に定めるもの。

（２）最低生活保障の原理

第3条 この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持

することができるものでなければならない。
　　　　　　→全国、全産業にわたる統一的な「共通規則」により、労働者の労働条件（労働衛生環境、労働時間・余暇・賃金）を最低限維持

　　 ＝ナショナル・ミニマム（国民最低限保障）
　→「健康で文化的な生活水準」とは？
（３）無差別平等の原理

第２条 　すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護（以下「保護」という。）を、無差別平等に受けることができる。
　　　　　→保護は無差別平等に保障される。①要保護状態に陥った原因の如何によって、あるいは②人種、信条、性別、社会的身分、門地などの如何によって差別されない。（＝普遍主義）

　→ただし、無条件にすべての困窮する国民の生活を保障しているのではない。
（４）保護の補足性の原理

　第４条 　保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。 

２ 　民法 （明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 

３ 　前２項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げるものではない。 

　→生活保護はあくまでも「最後の手段」。そのため、①資本主義の基本原則である自己責任の原則に対して、②民法および他の法律による扶助に対して補完的。
　ａ．資産の活用
　　資産＝土地、家屋、家財、貨幣、証券、生活用品などの総称。法の目的である最低生活の保障と自立の助長を損ねるほど活用する必要はない。しかしながら、最低生活の維持と自立の助長に必要な程度を超える資産は、原則として売却し生活費にあてるものとされる。

　　→何が「必要な程度を超える」かについては要検討。例えば現に居住している土地家屋、自動車、エアコン、生活用品はどうか？

　ｂ．能力の活用
　　能力＝稼働能力。就労し生活の糧を得て自分の生活を維持していくように努力すること。ただし、本人の意志に反して強制労働させることを意味しない。要保護者といえども、職業選択の自由は保護される。

　ｃ．民法上の扶養義務者＝第１に夫婦相互（民７５２条）、第２に未成熟な子（民８２０条）、第３に直系血族相互（民８７７条１項）、第４に兄弟姉妹相互（同左）、第５にその他３等親内親族で特別な事情がある場合に家庭裁判所による審判あるいは調停によって例外的に扶養義務を負う場合（民８７７条２項）。
　　→第１と第２は「生活保持義務者」。第３～第５は「生活扶助義務者」。

　　→同一のカテゴリーに複数人扶養義務者がいる場合の処理は？

「数人の扶養義務者がある場合にも、法律で定められた順序はないから、一応全員が同順位で義務者になると解すべきである……このような場合には、当事者間で協議をして定めるのが本則であるが、もし協議が調わないとき、または協議をすることができないときは、家庭裁判所が審判で決定する（民８７８条、家審９条１項乙類８号）。この順序は誰か１人だけを義務者とし、またはだれか１人だけを扶養を受くべき者とする必要はなく、数人が共同して義務を負い、もしくは順次に扶養すべきものと定めることもできる。」

　ｄ．「他の法律に定める扶助」

　→生活保護法以外の法律によって扶助が行われる場合には、それが優先され、「収入」の認定がなされる。
（５）申請保護の原則
第７条 　保護は、要保護者、その扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基いて開始するものとする。但し、要保護者が急迫した状況にあるときは、保護の申請がなくても、必要な保護を行うことができる。
　　　　→社会福祉事務所への申請によって保護が開始される。ただし、急迫した状態にある場合には職権保護も行われる。
　→申請権者は①要保護者、②その扶養義務者、③同居の親族。
　→実施機関は、保護の申請に対して申請のあった日から１４日以内に保護の決定もしくは却下について申請者に書面で通知しなければならない。

（８）基準および程度の原則

第８条 　保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする。 

２ 　　　前項の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、これをこえないものでなければならない。 

→厚生労働大臣のみの判断で決定されることに問題はないか？
→現実にはどの程度の給付がなされているか。

　→給付額の算定方法は？

　＝水平均衡方式……当該年度に予想される一般国民の消費水準の動向を踏まえると同時に、前年度までの消費水準の向上に即して基準額を改定する方式。具体的には、政府経済見通しにおける当該年度の民間最終消費支出の伸び率を基礎にして、前年度までの一般国民の消費水準との調整を行い、改定率を決定する。

　→給付の種類。

  生活扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、生業扶助、葬祭扶助

　→教育扶助は義務教育までしか保障されない。妥当と言えるか？

　→受給率の動向・地域格差と補足率。

（９）必要即応の原則

第９条 　保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際の必要の相違を考慮して、有効且つ適切に行うものとする。
　　　　　→生活保護を機械的・画一的に運用することの弊害を是正するための原則。「特別基準」や各種の「加算制度」にあらわれている。
（１０）世帯単位の原則

第１０条 　保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする。但し、これによりがたいときは、個人を単位として定めることができる。
　→最低生活の認定、収入認定、扶助費の決定、資産保有状況などが生体全体として捉えられる。同一世帯として認定された場合、その世帯の需要・収入を一括して最低生活費および収入の認定を行い、保護の要否・程度を決定することになる。

　→ただし、世帯単位の取り扱いをすることが最低生活保障および自立の助長といった「生活保護法の目的」に適合しない場合については、例外的に個人を単位として保護を取り扱うことができる。

　

５．被保護者の権利および義務

（１）被保護者の権利

　ａ．不利益変更の禁止

　　→被保護者は正当な理由がなければすでに決定された保護を不利益に変更されない。

第５６条 　被保護者は、正当な理由がなければ、既に決定された保護を、不利益に変更されることがない。
　ｂ．公課禁止

　　→被保護者は保護金品を標準として租税その他の公課を課せられない。

　　→ただし、消費税のような例外はある。

第５７条 　被保護者は、保護金品を標準として租税その他の公課を課せられることがない。
　ｃ．差し押さえの禁止
　　→被保護者は、保護金品または保護を受ける権利を差し押さえられることがない。

第５８条 　被保護者は、既に給与を受けた保護金品又はこれを受ける権利を差し押えられることがない。
（２）被保護者の義務

　ａ．譲渡禁止

　　→被保護者は、保護を受ける権利を譲渡することはできない。

　　→被保護者を悪質金融業者などから守る役目を果たす一方で、朝日訴訟では問題に。

第５９条 　被保護者は、保護を受ける権利を譲り渡すことができない。
　ｂ．生活上の義務
　　　　　　　→被保護者は、常に能力に応じて勤労に励み支出の節約を図り、その他生活の維持向上に努めなければならない。当然といえば当然の規定。ただし、本規定に違反したからといってただちに制裁できるわけではない。

第６０条 　被保護者は、常に、能力に応じて勤労に励み、支出の節約を図り、その他生活の維持、向上に努めなければならない。
　ｃ．届出の義務
　　→被保護者は生計の状況、居住地、世帯構成等につき変更があった場合には、社会保険事務所に届出をしなくてはならない。

　　→訓示規定であり、違反したからといってただちに制裁できるわけではない。
第６１条 　被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があつたとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければならない。
　ｄ．指導指示に従う義務

　　→被保護者は、福祉事務所の指導指示に従わなくてはならない。指示への違反に対しては、事務所は保護の変更、停廃止ができる。

第６２条 　被保護者は、保護の実施機関が、第３０条第１項ただし書の規定により、被保護者を救護施設、更生施設若しくはその他の適当な施設に入所させ、若しくはこれらの施設に入所を委託し、若しくは私人の家庭に養護を委託して保護を行うことを決定したとき、又は第２７条の規定により、被保護者に対し、必要な指導 又は指示をしたときは、これに従わなければならない。 

２ 　      保護施設を利用する被保護者は、第４６条の規定により定められたその保護施設の管理規程に従わなければならない。 

３ 　　　　保護の実施機関は、被保護者が前２項の規定による義務に違反したときは、保護の変更、停止又は廃止をすることができる。 

４ 　　　　保護の実施機関は、前項の規定により保護の変更、停止又は廃止の処分をする場合には、当該被保護者に対して弁明の機会を与えなければならない。この場合においては、あらかじめ、当該処分をしようとする理由、弁明をすべき日時及び場所を通知しなければならない。 

５ 　　　　第３項の規定による処分については、行政手続法第３章 （第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。 

　ｅ．費用返還義務

　　→被保護者は、急迫の場合等において資力があるにも関わらず保護を受けた時は、受けた保護金品の範囲内において保護の実施機関が定める額を返還しなければならない。

第６３条 　被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。
６．社会福祉事務所の役割と現状
→保護の実施機関（国との関係については前述の通り）。
→設置状況。生活保護の実施体制。

→主要業務および資格（社会福祉主事）。

→有資格者率の低迷。

（３）生存権の内容

第１項と第２項の関係

Ａ　第一項は生存権保障の目的ないし理念、第二項はその目的達成のための国の責務をそれぞれ定めたものであり、統一的解釈をとる

　　（堀木訴訟最高裁判決参照）

二つの１項２項区分論

Ｂ　２５条２項を事前の防貧施策の規定、２５条１項を事後の救貧施策の規定ととらえ、救貧施策の違憲審査を厳格な基準で行い、防貧施策においては、その内容に関し広い立法裁量を認め、原則として違憲の問題を生じないとする。（堀木訴訟控訴審判決参照）

→救貧施策と防貧施策の分類は「当該制度で定めた法律の解釈による」とされており、違憲判決が出にくくなるという批判がある。

Ｃ　２５条１項を人間としての最低限度の生活の保障としての「緊急的生存権」を定めたものと解しここから公的扶助請求権を導き、２項は最低限度の生活を上回る条件の維持、向上に関する国家の努力を要求する権利としての「生活権」を保障したものと解してここから社会福祉措置請求権、社会扶助手当て請求権及び社会保険請求権を導く。５

→判例理論における峻別論は、裁判規範性を否定しないという意味での純粋でない「プログラム論」と結びついているが……（本来の）峻別論は極端な「具体的権利説」と結びついたものとも言える。……生活保護領域に固執するあまり、その他の領域を予め武装解除してしまう立論に必ずしも賛成できるものではない。５

（４）生存権の自由権的側面

生存権の制度後退の局面で現れる。２５条の思想が立法によって具体化され、国民に権利がいったん付与された際に、それを奪うことは許されるか。

塩見訴訟第一審判決抜粋

「一旦、国民に具体的権利が与えられると、当該権利の由来するところである憲法２５条２項は、これに基づく施策を絶えず充実拡充していくことを要求しているから、当該権利を立法によって奪うことは、他に合理的な理由がない限り許されず、しかも、その合理性は、かなり厳格に検討されなければならない」

→国家の積極的な侵害行為に対して「自由権的」にその侵害を排除しようとする効果が「自由権的効果」であると本来呼ばれるのである。これはある意味では生存権を自由権として捉えるという発想からも主張され得るものであろう。こうした本来の「自由権的効果」に対しては既に奥平教授らによって批判のなされている処である。ここで、憲法２５条の下で一旦実現した法律上の権利を制限ないし制約する行為を排除する効果を「自由権的効果」と呼んでいるのは、その国家の制限行為を排除するという機能を自由権の不作為請求権的性格になぞらえるからである。この場合、一旦実現した実定法上の権利を憲法上の権利が化体したものと見ることが前提となっている。勿論、この後者の現在的「自由権的効果」はさしあたっては生存権の裁判的保障に関する現在の理論水準を踏まえ訴訟の中で発言して来る複合的な性格の一環として考えられるものであって、生存権の本質認識のディメンションで自由権たることを主張するものではない。生存権の本質論と多様な形で発言するほう適性各論とは重なり合う部分もあるが、同一ではない筈だからである。５

５「年金訴訟における憲法２５条論の動向」鳥居喜代和　立命館法学１９８１年５，６月号

（５）生存権と二重の基準論

　・二重の基準論：精神的自由を規制する立法の合憲性は、より厳格な審査基準が用いられるべきであり、経済的自由を規制する立法にはより緩やかな審査基準が用いられるべきであるとする理論。

　・社会保障に関する行政処分や法令の違憲性を争う訴訟に２５条が違憲審査基準として

　　機能してきたことはない。

　　→２５条をプログラム規定と理解する憲法解釈の存在、裁判所における憲法判断回避

　　　の姿勢。

　　→違憲審査における二重の基準論の存在もあげられる。

・問題点：生存権を精神的ないし人格的自由の経済的基盤を保障するという構成をとる限り、精神的自由規制立法と経済的自由規制立法との間の違憲審査基準の差異を問題とする二重の基準論の下では、生存権は経済的自由の領域に押し込められる格好になり、合理性の基準が正当化されてしまう。

　　　　　　（「生存権と二重の基準論」藤澤宏樹　社会保障法１８号(2003)）

（６）争訟の方法

· 福祉事務所の処分などを争う方法には、大きく３つある。１つは、行政機関内部の機関(知事など)への不服申立て(審査請求)という方法。２つには、不服申立てによっても処分が取り消されなかった場合には、裁判に訴える(行政訴訟)ことになる。３つには、福祉事務所の処分が、故意・過失に基づく違法な行為に基づく場合には、不服申立てを経ることなく直ちに裁判に訴えることができる(国家賠償請求訴訟)。

· なお国家賠償請求に関連する判例については在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件を参照。

(「公的扶助論」金澤誠一　第１版　ｐ２６２～)

（７）判例

A　食料管理法違反事件

　　解説：不足食糧を補うためにヤミ米を購入し自宅に持ち帰る途中謙虚され食糧管理法違反で起訴、懲役４月とヤミ米没収の判決を言い渡された被告人が、「憲法２５条は生活権を保障しており、配給食のみでは生活を保持し健康を維持できないから、国民が不足食料を購入することは生活権の行使であり、これを違法とする食料管理法の規定は憲法違反である」として飛躍上告した事件。
「憲法２５条第２項は・・・すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営み得るよう国政を運営すべきことを国家の責務として宣言したものである。それは、主として社会的立法の制定及びその実施によるべきであるが、かかる生活水準の確保向上もまた国家の任務のひとつとせられたのである。すなわち、国家は、国民一般に対して概括的にかかる責務を負担し、これを国政上の任務としたのではあるけれども、個々の国民に対して具体的、現実的にかかる義務を有するのではない。言いかえれば、この規定により直接に個々の国民は、国家に対して具体的、現実的にかかる権利を有するものではない。社会的立法及び社会的施設の創造拡充に従って、はじめて個々の国民の具体的、現実的の生活権は設定充実せられてゆくのである。」

→国家に対する具体的・現実的な権利請求の否定。
B 朝日訴訟

　解説：肺結核で療養所に入所していた朝日氏が、生活保護法による生活扶助（１９５６年当時で月額６００円の日用品費）を受けていたところ、実兄から月額１５００円の仕送りを受けることとなった。これによって、社会福祉事務所が、１５００円のうち６００円を日用品費に充当させ、残り９００円を医療費の一部として朝日氏に負担させる決定を行った。これに対して、朝日氏が、日用品費６００円の金額は、憲法の保障する健康で文化的な最低限度の生活基準を維持するに足りないものであるとして行政訴訟をおこしたもの。

· 第一審判決

「生活保護法（昭和二五年法律第一四四号）は国がまさにこの憲法第二五条の明定する生存権保障の理念に基いて困窮者の生活保護制度を、同条第二項にいう社会保障の一環として、国の直接の責任において実現しようとするものであり、憲法の前記規定を現実化し、具体化したものに外ならない。」

→生活保護法は、憲法２５条の生存権を現実化・具体化したもの。

「同法第二条は『すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護を無差別平等に受けることができる。』と規定している。これは同法に定める保護を受ける資格をそなえる限り何人に対しても単に国の事実上の保護行為による反射的利益を享受させるにとゞまらず、積極的に国に対して同法第三条の規定するような『健康で文化的な生活水準』を維持することができる最低限度の生活を保障する保護の実施を請求する権利、すなわち保護請求権を賦与することを規定したものと解すべきである。」

→生活保護法が定めている権利は、保護請求権である。

「…『健康で文化的な生活水準』は学者のいう生活水準の各種の区分のいずれに属するかは争いがあり、またそれ自体各国の社会文化的発達程度、国民経済力、国民所得水準、国民の生活感情等によつて左右されるものであり、したがつてその具体的な内容は決して固定的なものではなく通常は絶えず進展向上しつつあるものであると考えられるが、それが人間としての生活の最低限度という一線を有する以上理論的には特定の国における特定の時点においては一応客観的に決定すべきものであり、またしうるものであるということができよう。」

→最低限度の生活水準は、特定の国における特定の時点においては客観的に決定しうる。

· 上告審判決

「おもうに、生活保護法の規定に基づき要保護者または被保護者が国から生活保護を受けるのは、単なる国の恩恵ないし社会政策の実施に伴う反射的利益ではなく、法的権利であつて、保護受給権とも称すべきものと解すべきである。しかし、この権利は、被保護者自身の最低限度の生活を維持するために当該個人に与えられた一身専属の権利であつて、他にこれを譲渡し得ないし（五九条参照）、相続の対象ともなり得ないというべきである。」

→生活保護を受ける権利は譲渡や相続の対象とならない。

「憲法二五条一項は、『すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。』と規定している。この規定は、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営み得るように国政を運営すべきことを国の責務として宣言したにとどまり、直接個々の国民に対して具体的権利を賦与したものではない。」

→具体的権利としては、生活保護法によって初めて与えられる。

「健康で文化的な最低限度の生活なるものは、抽象的な相対的概念であり、その具体的内容は、文化の発達、国民経済の進展に伴つて向上するのはもとより、多数の不確定的要素を綜合考量してはじめて決定できるものである。したがつて、何が健康で文化的な最低限度の生活であるかの認定判断は、いちおう、厚生大臣の合目的的な裁量に委されており、その判断は、当不当の問題として政府の政治責任が問われることはあつても、直ちに違法の問題を生ずることはない。」

→何が健康で文化的な最低限度の生活であるかは、抽象的相対的概念のもの。

→その判断は、当不当の問題として責任が問われることはあっても、違法の問題は生じない。

C 堀木訴訟

　解説：全盲で障害福祉年金を受給していた女性が、児童扶養手当の受給資格の認定を申請したところ、年金と手当の併給禁止規定により申請を却下された。そのため、併給禁止規定が、憲法２５条、１４条に違反するとして訴えを起こした事件。

・ 控訴審

「本条２項は国の事前の積極的防貧政策をなすべき努力義務のあることを、同第１項は第２項の防貧政策の実施にも拘わらず、なおも落ちこぼれたものに対し、国は事後的、補足的かつ個別的な救貧政策をなすべき義務のあることを宣言したものであると解することができる。」

　

· 上告審

　「１項は『いわゆる福祉国家の理念に基づき、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営みうるよう国政を運営すべきことを国の責務として宣言したものであり、』また同条２項は、『同じく福祉国家の理念に基づき、社会的立法及び社会的施設の創造拡充に努力すべきことを国の責務として宣言したものである」

　　→１項と２項とを一体として解釈しており、この峻別論を否定したと理解することができる。

　「憲法２５条の規定の趣旨に答えて具体的にどのような立法措置を講ずるかの選択決定は、立法府の広い裁量にゆだねられており、それが著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱・乱用とみざるをえないような場合を除き裁判所が司法判断をするのに適しない事柄であると言わなければならない」

　　→国が社会保障立法を制定する際、国会には後半な政策裁量があるので、裁判所はその判断を極力尊重しなければならない。

　　→政策判断が著しく合理性を欠いたときにのみ、具体の社会保障立法が違憲とされる余地を認める。

　　→批判

「立法裁量論は、司法が立法府の政策決定を尊重することであるとはいっても、それは……憲法上の争点の全てに及ぶわけではないことと同時に、司法による判断を放棄することを意味するのではない。……「立法の経過に照らし」たり、諸規定について「通覧し」たり、「比較対照した結果等をも参酌して判断」したというものの、最高裁判所が具体的にどのように認定したのか何ら示されておらず、……司法判断放棄に等しい内容との印象を与えられるのである。…立法裁量論は、……司法権が生存権の実現について不干渉となること、別言すれば、生存権の実現のための議論を裁判の場面から排除してしまう機能をもっている。」

(『立法裁量論』戸松秀典　有斐閣　１９９３)

　「本件併給調整条項が上告人のような地位にある者に対してその受給する障害福祉年金

と児童扶養手当との併給を禁じたことが憲法一四条及び一三条に違反するかどうかに

ついて見るのに、憲法二五条の規定の要請にこたえて制定された法令において、受給

者の範囲、支給要件、支給金額等につきなんら合理的理由のない不当な差別的取扱を

したり、あるいは個人の尊厳を毀損するような内容の定めを設けているときは、別に

所論指摘の憲法一四条及び一三条違反の問題を生じうることは否定しえないところで

ある。しかしながら、…原判決の指摘した諸点、とりわけ身体障害者、母子に対する

諸施策及び生活保護制度の存在などに照らして総合的に判断すると、右差別がなんら

合理的理由のない不当なものであるとはいえないとした原審の判断は、正当として是

認することができる。」

→１４条の違憲審査にあたり、２５条と結び付けている。

→批判

「憲法２５条が個別の事件における個人の権利の救済に向けて判断しうるような裁判

規範の性格をほとんどもちえず、立法者に対して実現すべき理念を宣言していると

の最高裁判所の見解にたつならば、憲法２５条は個人の権利や利益を保護すること

を主眼としてうたわれている憲法１４条の具体的実現のためにはもはや審査判断の

指標となりえないはずである。」(『立法裁量論』戸松秀典　有斐閣　１９９３)

D 在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件

　　解説：平成８年１０月２０日に実施された衆議院議員の総選挙までに在外国民に国政選挙における選挙権の行使を認めるための立法措置が執られなかったことについて国家賠償請求が認容された事例
・上告審

「立法の内容又は立法不作為が国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するものであることが明白な場合や，国民に憲法上保障されている権利行使の機会を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり，それが明白であるにもかかわらず，国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る場合などには，例外的に，国会議員の立法行為又は立法不作為は，国家賠償法１条１項の規定の適用上，違法の評価を受けるものというべきである。」

→立法の不作為に基づく国家賠償が最高裁で認められる。

（８）生存権と制度後退

　２５条２項「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」

· 物価の下落に伴う保護基準の引き下げ

→最低限度の生活水準もそれに伴って低下していると考えられる。
→合理的理由があるように思われる。

· 財政難を理由とした引き下げ

→堀木訴訟上告審判決「右規定を現実の立法として具体化するに当たっては、国の財政事情を無視することができず」

→財政事情も考慮要素となりうる？

→何が最低限度の生活水準であるかはある程度客観的に決定できるとする学説の立

　場からすれば、財政難を理由とした引き下げには正当な理由が認められない。

　（「社会保障法との関係」倉田聡　法学セミナー　２００５－１２　no.612）

� 『改定増補生活保護法の解釈と運用』・小山進次郎・全国社会福祉協議会・１９７５・p.９２～p.９３
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